
「いわて地域未来戦略（仮称）」の
策定方針について

令和８年９月
岩 手 県
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Ⅰ 策定方針

１ 趣旨等

（1）策定の趣旨

将来にわたり活力あるいわてを実現するため、まち・ひと・しごと創生法（以下「法」とい
う。）に基づき、県の次期総合戦略を策定するもの。

（2）計画期間

令和９年度（2027年度）～令和13年度（2031年度） ※国と同様、計画期間は５年間

（3）内容等

・ 法第９条に基づき国の地域未来戦略（令和８年７月21日閣議決定）を勘案する。

・ 「強い経済」により「選ばれる地方」を目指す国の方向性は、これまでの本県の考え方と軌を
一にするものであり、国と歩調を合わせ県施策を推進していくため、国の戦略と整合を図る。

・ 本県の強みを生かした経済成長を長期的に推進する「岩手成長戦略」で示す成長分野を伸ばす
ための施策を具体化する。

・ 多様な主体から広く意見を聴取し、特に若者・女性の意見を反映していく姿勢を重視。

・ 社人研推計や社会経済情勢の変化を踏まえ、策定を行う。
※国と同様、人口ビジョンの改訂は行わない

２ 基本目標（仮）

「将来にわたり県民一人ひとりが希望を持ち、働き、暮らし、活躍することができる、活力あるいわての実現」

国の地域未来戦略の目標：47 都道府県のどこに住んでいても、安全に生活することができ、必要な医療・福祉や質の高い教育を受けるこ

とができ、働く場所がある社会の実現

法第一条：この法律は～～～、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくためには、国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある

豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力

ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進すること（以下「まち・ひと・しごと創生」という。）

（目的）
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【参考】国の総合戦略（地域未来戦略）のロジックモデル
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地域資源や産業基盤を生かしながら新た

な投資を呼び込み、高付加価値化や生産性

の向上など地域経済の持続的な成長を実現

いわての強い経済

地域生活に必要な機能・サービスを確保

するとともに、便利で安心して暮らせる持

続可能な地域社会を実現

いわての豊かな生活環境

若者や女性をはじめ、あらゆる人の価値

観が大切にされ、希望を後押しする岩手を

実現

選ばれるいわて

1-1 地域経済を牽引する産
業の競争力向上

1-2 地域産業の更なる成長

2-1 持続可能な生活インフ
ラの構築

2-2 暮らしを支える生活環
境の充実

3-1 若者や女性をはじめ、
あらゆる人が活躍でき
る社会の構築

3-2 いわてとのつながりの
拡大

政策目標

※指標・目標値は素案に向けて今後検討

基本方向 主な施策

将来にわたり県民一人ひとりが希望を持ち、働き、暮らし、活躍することができる、

活力あるいわての実現
基本目標

・公共交通の維持・確保

・県民との協働による維持管理の推進

・総合的な災害対応力の向上

・海外展開や県産品の販路拡大の支援

・観光ＤＸによる観光推進体制の強化

・経営人材の確保、起業・スタートアップの
支援

・若者・女性の活躍支援

・多様な生き方が認められる社会環境の整備

・キャリア教育の推進とライフデザイン能力
の育成

・社会経済環境の変化に対応した産業の一層
の集積と高度化の推進

・地域経済に好循環をもたらす多様な企業間
連携の強化拡大

・生産性･付加価値向上の加速化

・子育てに希望を持てる環境づくりの推進

・質の高い医療が受けられる体制の整備

・デジタルを活用した持続可能な地域づくり
の推進

・関係人口の量的拡大・質的向上

・安心して移住し、活躍できる環境の整備

※ Ａ＋Ｂ計画

※ Ｃ計画＋その他産業
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Ⅱ 基本目標・政策目標 等
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Ⅲ スケジュール

総合計画審議会 県議会 意見聴取

７月27日
（若者・女性部会の報告）

５月～７月
（各種団体等）

９月14日
（策定方針）

９月議会
（策定方針）

11月中旬
（素案）

12月議会
（素案）

11月～12月
（パブコメ、地域説明会、各種団体等）

２月中旬
（最終案）

２月議会
（最終案）

※ いわて県民計画（2019～2028）第３期アクションプランと同様のスケジュールで策定を進める。
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